
(
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34,313

（R３.１.１住基人口）

平成２７年平成２２年平成１７年

　茨城県の南西端にあり、都心から４０km圏内に位置している。昭
和３０年、「守谷町」ができた当時の人口は約１万２千人だったが、
公団や民間ディベロッパーなどの開発により人口が増加し、平成１
４年２月２日に単独で市制施行された。平成１７年８月２４日にはつ
くばエクスプレスが開通し、さらに人口が増加し、現在６万８千人を
超えている。
　平地林などの自然環境を保全しながら、守谷駅周辺を中心とし
た都市的な環境整備が進められている。
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Ⅱ－３ 面積
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葬場　消防　地域交流センター 　総合
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都市計画道路坂町清水線及びみずき野
大日線の整備を実施する。

＜重点課題＞
　・「わくわく子育て王国もりや」の実現に向けたまちづくり
　・「いきいきシニア王国もりや」の実現に向けたまちづくり
　・「地域主導・住民主導」によるまちづくり
　・「スマートデジタル王国もりや」の実現に向けたまちづくり
　・「王国もりや」の未来創り

＜特色ある行政＞
　・子どもの任意予防接種費用の公費負担
　・市民生活総合支援アプリ『Morinfo(もりんふぉ)』の導入
　・認証保育園委託事業
　・市内全小中学校に学習支援ティーチャーを配置
　・子育て包括支援センターによる子育てサポート
　・協働による地域活性化を目的としたまちづくり協議会制度の導入
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内　　　容
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％

％
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避難所である小中学校の体育館に空調
設備を整備するための設計、避難所用
備品の整備を行う。

平成4年建設の保健センターの改修を
行い、従来の機能に遊育に対応した機
能を加え、健康保持と子育て環境の充
実を図る。

ＧＩＧＡスクール構想で構築した端末環境
を有効活用するためオンラインやデジタ
ルコンテンツの活用等により学校環境を
整備する。

昭和59年建設の学校給食センターを改
築し、施設の老朽化や児童生徒数の増
加に対応する。（令和４年供用開始予定）

98.8

①主要施策実施状況
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＜公共施設整備状況＞（令和元年度） ※１は令和２年度
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